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研究要旨： 

 総合病院におけるがん相談支援センターを持続可能かつ質の向上を図るためには、な

り手の安定的な確保が必須と考えられる。このためにどうしたらよいかヒントを得るた

めに、当院職員にアンケート調査を行った。結果の解析より、担い手の確保には職員にが

ん相談支援センターに触れる機会を設けることが一つの有効な方法であることが示唆さ

れた。また、働きやすさについては、相談内容によっては医師への相談が不可欠になると

きの心理的障壁を軽減するために、各医師に協力を要請できる医師がセンター内にいる

ことがひとつの方法ではないかと考えられた。 

 

Ａ．研究目的 
   総合病院において、がん相談支援センタ
ーが質を担保しつつ持続可能な方法を考え
ること。 
 
Ｂ．研究方法 
   当院職員に対して、がん相談支援センタ
ーに関するアンケート調査を行った。がん
相談支援センターに関わる仕事についても
よいかどうかの設問を設け、この回答（いい
と答えたA群とそうでないと答えたB群）別
に結果を解析した。 
（倫理面への配慮） 
   アンケート内で回答者の属性について
は大まかな範囲にとどめ、回答者が特定さ
れない配慮をしており、非該当にあたる。 
 
Ｃ．研究結果 
 回答者は全職員の20%弱にとどまり（自発
的なアンケート形式にしていることもある
が）、がん相談支援センターへの関心が病院
全体としては必ずしも高くないことが示唆
されたものの、設置場所等の認知度は回答
者内で80%を越えていた。A群は37名、B群は
166名であった。相談業務において最も心配
なことは「自身で対処できなかった相談事
へのサポート体制について」であった（A群
70.3%, B群65.1%で両者には有意差なし）。
一方、両群で最も回答の差が大きかったも
のは、「患者・家族に対してがん相談支援セ
ンターの情報提供ないし問い合わせへの対
応をした経験」の有無で、A群で経験が多か
った(P<0.05) 

 
Ｄ．考察 
  相談内容によっては、極めて専門的で医
師への相談が必要なケースがありえるがそ
うした際への心理的困難感があることが視
された。相談支援センター内に、こうしたと
きに窓口となる医師を置き、この医師から
各医師に相談をする形で、現場のスタッフ
の負担軽減につなげられる可能性が示唆さ
れた。また、担い手の確保には、がん相談支
援センターに日頃から触れる機会が増えれ
ば、興味・関心が高まり、好意的に感じるス
タッフが増えることが期待できると考えた。 
 
Ｅ．結論 
 がん相談支援センター部門内に、必要な
ときに各医師に相談ができる医師を配置す
ることがスタッフの負担軽減につながるこ
とが示唆された。また、職員ががん相談支援
センターに触れる機会を増やすことで、セ
ンターへの理解・関心が深まりひとつの職
場の選択肢として職員に認知されていくこ
とが示唆された。 
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